
し
た
。

　

一
般
会
計
で
は
、
歳
入
が

４
５
１
億
６
，２
１
６
万
円
、
歳

出
が
４
３
７
億
３
，０
２
５
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
歳
出
の

差
引
額
は
14
億
３
，
１
９
１
万

円
で
す
が
、
こ
れ
に
は
翌
年
度

に
繰
り
越
し
て
使
わ
れ
る
財

源
１
億
８
３
４
万
円
が
含
ま

れ
て
い
る
の
で
、
こ
れ
を
差
し

引
い
た
実
質
収
支
は
13
億
２
，

３
５
７
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま

し
た
。

　

ま
た
、
特
別
会
計
の
決
算
状

況
は
下
表
の
と
お
り
で
す
。

【
問
い
合
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せ
】

　

市
財
政
課

　

☎
０
９
９
４
─31
─１
１
２
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平
成
18
年
度
決
算
は
、「
新

鹿
屋
市
」
と
し
て
、
合
併
後
、

初
め
て
の
通
年
予
算
で
の
決
算

と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
18
年
度
は
、
新
た
な
ま

ち
づ
く
り
の
一
歩
と
な
る
年
と

し
て
、
こ
れ
ま
で
継
続
し
て
き

た
事
業
や
合
併
特
例
事
業
を
優

先
に
、
地
域
の
特
性
や
資
源
を

活
用
し
た
産
業
振
興
等
に
よ
る

地
域
活
性
化
を
図
る
た
め
、
ま

ち
づ
く
り
交
付
金
事
業
、
細
山

田
小
学
校
増
改
築
事
業
、
南
市

営
住
宅
建
設
事
業
、
都
市
公
園

等
施
設
整
備
事
業
（
か
の
や
グ

ラ
ウ
ン
ド
・
ゴ
ル
フ
場
）、
吾
平

中
央
公
園
建
設
事
業
、
足
元
道

路
整
備
事
業
な
ど
、
旧
1
市
3

町
の
速
や
か
な
一
体
性
の
確
保

と
新
市
全
体
の
均
衡
あ
る
発
展

を
目
指
し
て
取
り
組
ん
で
き
ま

お
知
ら
せ
し
ま
す

平成 18 年度 平成 17 年度 増減額
歳 入 451 億 6,216 万円 469 億 1,454 万円 △ 17億 5,238 万円
歳 出 437 億 3,025 万円 454 億 703 万円 △ 16億 7,678 万円
差 引 14 億 3,191 万円 15億 751 万円 △ 7,560 万円
翌年度繰越 1 億 834 万円 8,602 万円 2,232 万円
実 質 収 支 13 億 2,357 万円 14億 2,149 万円 △ 9,792 万円

鹿屋市 霧島市 薩摩川内市
人 口 106,419 人 127,941 人 102,397 人
面 積 448.33 ㎢ 603.68 ㎢ 683.50 ㎢
歳 入 451 億 6,216 万円 567 億 3,930 万円 512 億 6,604 万円
歳 出 437 億 3,025 万円 531 億 7,146 万円 492 億 4,890 万円

歳　入 歳　出 差　引 翌年度繰越 実質収支
国民健康保険事業 114 億 2,345 万円 110 億 9,685 万円 3億 2,660 万円 0 3億 2,660 万円
老 人 保 健 111 億 4,050 万円 111 億 9,640 万円 △ 5,590 万円 0 △ 5,590 万円
介 護 保 険 事 業 73 億 3,207 万円 69億 4,531 万円 3億 8,676 万円 298 万円 3億 8,378 万円
公 共 下 水 道 17 億 1,634 万円 17億 411 万円 1,223 万円 0 1,223 万円
下 水 道 4,745 万円 4,642 万円 　　　　103 万円 0 103 万円
輝 北 簡 易 水 道 1 億 6,984 万円 1億 6,313 万円 671 万円 0 671 万円
立小野簡易水道 328 万円 207 万円 121 万円 0 121 万円

　■ 歳入歳出決算の状況

　■ 類似団体比較（人口・面積は、平成 19年３月 31 日現在）

　■ 特別会計歳入歳出決算の状況

平成 18 年度決算額 平成 17 年度決算額
市 税 95 億 8,932 万円 95億 1,394 万円
地方交付税 122 億 8,968 万円 118 億 4,538 万円
国庫支出金 54 億 8,783 万円 61億 6,687 万円
県 支 出 金 26 億 2,541 万円 27億 8,237 万円
使用料及び
手 数 料 10 億 7万円 9億 3,905 万円

財 産 収 入 1 億 6,285 万円 1億 2,130 万円
繰 入 金 35 億 6,361 万円 50億　409 万円
繰 越 金 15 億 751 万円 11億 1,646 万円
市 債 46 億 8,180 万円 52億 8,960 万円
そ の 他 42 億 5,408 万円 41億 3,548 万円

計 451 億 6,216 万円 469 億 1,454 万円

平成 18 年度決算額 平成 17 年度決算額
義 務 的 経 費 200 億 9,525 万円 193 億 2,368 万円
人 件 費 80 億 2,452 万円 80億 4,011 万円
扶 助 費 70 億 212 万円 65億 3,393 万円
公 債 費 50 億 6,861 万円 47億 4,964 万円

投 資 的 経 費 107 億 9,512 万円 114 億 4,565 万円
普通建設費 102 億 6,117 万円 110 億 1,092 万円
災害復旧費 5 億 3,395 万円 4億 3,473 万円

その他の経費 128 億 3,988 万円 146 億 3,770 万円
物 件 費 44 億 9,641 万円 47億 9,585 万円
維持補修費 4 億 2,264 万円 5億 2,038 万円
補 助 費 等 27 億 6,272 万円 26億 5,213 万円
積 立 金 14 億 1,249 万円 29億 2,393 万円
投資・出資
・ 貸 付 金 9,982 万円 8,217 万円

繰 出 金 36 億 4,580 万円 36億 6,324 万円
計 437 億 3,025 万円 454 億 703 万円

　■ 歳入決算の内訳

　■ 性質別歳出決算の内訳

費　目 議会費 総務費 民生費 衛生費
決算額 ( 構成比 ) 3 億 2,660 万円 (0.7%) 45 億 6,138 万円 (10.4%) 114 億 4,409 万円 (26.2%) 22 億 6,668 万円 (5.2%)
１人当たり 3,069 円 42,863 円 107,538 円 21,300 円
費　目 労働費 農林水産業費 商工費 土木費

決算額 ( 構成比 ) 1 億  625 万円 (0.2%) 28 億 3,440 万円 (6.5%) 9 億  715 万円 (2.1%) 83 億 7,583 万円 (19.2％ )
１人当たり 998 円 26,634 円 8,524 円 78,706 円
費　目 消防費 教育費 災害復旧費 公債費

決算額 ( 構成比 ) 12 億  319 万円 (2.7%) 47 億  700 万円 (10.8%） 5億 1,656 万円 (1.2%) 49 億 3,163 万円 (11.3%)
１人当たり 11,306 円 44,231 円 4,854 円 46,342 円
費　目 諸支出金 合計

決算額 ( 構成比 ) 15 億 4,949 万円 (3.5%) 437 億 3,025 万円 (100%)
１人当たり 14,560 円 410,925 円

　■ 行政目的別歳出決算の内訳及び市民１人当たりに使われたお金
　　平成 19年３月 31日現在の人口 106,419 人で計算した場合
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普通建設費
102 億 6,117 万円

23.5%

災害復旧費
5億 3,395 万円

1.2%

物件費
44 億 9,641 万円

10.3%

維持補修費
4億 2,264 万円

1.0%

補助費等
27 億 6,272 万円

6.3%

積立金
14 億 1,249 万円

3.2%

投資・出資・貸付金
9,982 万円
0.2%

繰出金
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その他の経費
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算 

概 

要

平
成
18
年
度

※ 老人保健の差引及び実績収支の△ 5,590 万円は、国の制度により、翌年度に精算される仕組みになっていますので、
不足分は平成 19年度に補てんされます。
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支　出　（　　）は市の性質区分
食費（人件費） 80 万２千円
医療費（扶助費） 70 万０千円
ローンの返済（公債費） 50 万７千円
家の増改築（投資的経費） 108 万０千円
光熱水費、日用雑貨（物件費） 45 万０千円
アパートの修理、知人に貸したお金
（維持補修費や貸付金など） 5 万２千円

町内会、サークル会費（補助費等） 27 万６千円
定期預金（積立金） 14 万１千円
子どもへの仕送り（繰出金） 36 万５千円

合　　計 437 万３千円

収　入　（　　）は市の収入科目
自
主
財
源

給料 （市税） 95 万９千円

アパート家賃収入などの副収入
（使用料・手数料や財産収入・繰越金など） 38 万６千円

預金の取り崩し （繰入金） 35 万６千円

依
存
財
源

親からの援助

使い道の決められたお金
（国・県支出金） 81 万１千円

自由に使えるお金
（地方交付税等） 153 万６千円

家の増改築のため銀行から借りたお金（市債） 46 万８千円
合　　計 451 万６千円

　■ 鹿屋市の財政事情を家庭の家計簿にたとえると・・・

　■ 都市計画税の使われ方

平成 18 年度 平成 17 年度
①財政力指数 0.47 0.44
　標準財政規模（千円） 22,764,671 22,051,861
　基準財政収入額（千円） 9,277,968 8,918,457
　基準財政需要額（千円） 18,599,090 19,419,595
　経常一般財源収入額（千円） 23,161,767 22,469,521
　実質収支比率（％） 5.8 6.4
②経常収支比率（％） 91.4 89.2
③実質公債費比率（％）　 13.1 13.3
④起債制限比率（％）３か年平均 10.4 10.0

　■ 鹿屋市の主な財政指標

　市民の皆さんに鹿屋市の財政事情をわかりやすく理解してもらうために、平成 18年度の決算額を１万分
の１にして家計簿にたとえてみました。（１家庭の年間収入を約 451 万６千円としています。）

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計
画事業、又は土地区画整理法に基づいて行う土地区
画整理事業の費用に充てるため、都市計画区域内の
土地や家屋の所有者に対して課税される目的税です。
　平成18年度の都市計画税の決算額は、4億 4,400
万円で、主に公園や街路、下水道の整備、そしてこ
れらの事業のために借りた市債の償還金に充てられ
ています。

①財政力指数
　 地方公共団体の財政力を判断する指標で、地方交付税法
の規定により算定された基準財政需要額で基準財政収入
額を除して得た数値の過去 3年間の平均値をいい、一般
的に「１」に近いほど、さらに「１」を超えるほど財政
力が強いとされています。

②経常収支比率
　 財政構造の弾力性を判断する最も一般的な指標で、歳出
の経常的経費に充当された一般財源等が歳入の経常一般
財源等に占める割合で、70％～ 80％が標準的とされ、比
率が低いほど財政構造に弾力性があるといわれています。

③実質公債費比率
　 地方公共団体の収入に対する市全体の借金返済額の比率
を示すものです。普通会計の公債費に下水道特別会計や
水道事業等への繰出金 ( 公債費相当分 ) を加算し、財政
負担の度合いを判断するもので、18％を超えると地方
債発行について国や県の許可が必要とされます。

④起債制限比率
　 地方債の許可制限にかかる指標で、地方公共団体におけ
る公債費による度合いを判断するもので、20％を超え
ると一部の地方債発行について制限されます。

　収入 451 万６千円－支出 437 万 3 千円＝残額 14 万３千円となり、この残額は、今年度やり残した家の増改築費用に
１万１千円使われ、残りの 13 万２千円は積立預金となります。

総　額
65億 4,500 万円
100.0%

都市計画税が使われている事業

上記グラフの財源内訳
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平成 20年４月から

後期高齢者医療制度がはじまります。
　現在の老人保健制度が「後期高齢者医療制度」に変わります。
　現在、75歳以上の人や一定の障害のある 65歳以上の人は、国民健康保険や社会保
険などの医療保険に加入しながら、老人保健制度による医療を受けていますが、平成
20年の４月からは、それらの医療保険を脱退し、鹿児島県後期高齢者医療広域連合が
運営する新たな医療保険制度「後期高齢者医療制度」に加入し、医療を受けていただ
くことになります。また、平成 20 年４月以降に 75 歳になる人は、75 歳の誕生日か
らこの医療保険に加入することになります。
　「鹿児島県後期高齢者医療広域連合」において、後期高齢者医療保険料の算出方法が
下記のとおり決定しました。

　後期高齢者医療保険料
　後期高齢者の医療にかかる費用のうち、患者が自己負担する１割（現役並み所得者は３割）を除いた分を
公費（国、都道府県、市町村）で約５割を負担、現役世代からの支援で約４割を負担し、残りの１割を 75
歳以上（一定の障害のある人は 65歳以上）の高齢者の皆さんが納める保険料で負担します。
　なお、保険料は、２年ごとに鹿児島県後期高齢者医療広域連合で定めます。

保険料は、個人単位で計算されます。

年金が年額 18 万円以上の人 年金から天引き（特別徴収）

年金が年額 18 万円未満の人
個別に納めます（普通徴収）介護保険料と後期高齢者保険料を合わせた保険料額が年金額の

２分の１を超える場合

公費　約５割（国、都道府県、市町村） 現役世代からの支援　約４割 後期高齢者の保険料１割

【問い合わせ】　市国保介護課　☎ 0994-43-2111　内線 3162 ･ 3198

○保険料収納は、年金からの天引き（特別徴収）と個別に納める（普通徴収）があります。

○新たに保険料を負担することとなる人（被用者保険の被扶養者）の保険料について

　これまで、被用者保険（社会保険など）の被扶養者として保険料を納める必要のなかった人については、

激変緩和の観点から、後期高齢者医療制度に加入したときから 2年間は、保険料の均等割額が 5割軽減さ

れます。

※１　保険料の賦課限度額は年 50万円となります。

※２　所得の低い人は、保険料の均等割額が世帯の所得に応じて、７割・５割・２割軽減されます。

保 険 料　※１
所　得　割　額均等割額　　※２

４５，９００円＝ ＋

７割軽減 基礎控除額（33 万円）を超えない世帯

５割軽減 基礎控除額（33 万円）＋ 24.5 万円×世帯の被保険者数（被保険者である世帯主を除く）
を超えない世帯

２割軽減 基礎控除額（33 万円）＋ 35 万円×世帯の被保険者数を超えない世帯

所得割率
８．６３％

前年中の合計所得金額から基礎控除
 （33万円）した後の金額 ×
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